
不適正事例について 

人員・運営基準違反や介護報酬の不正請求、利用者への虐待行為等により、指定の取消等

の処分が行われています。こうした事案は、利用者に著しい不利益が生じます。 

また、連座制が適用された場合は、処分を受けた事業所のみならず、同一サービス類型事

業所全体が行政処分を受けることになります。 

さらに、行政処分の内容は公表されるため、処分が解けても、利用者が戻ることは稀であ

り、事業者は社会における信用を損ないます。 

事業所の運営においては業務管理体制が整備され、法令を遵守していることが前提とな

ります。「知らなかった」ということは通用しません。 

 

①要介護者及び要支援者の人格を尊重すること。 

②介護保険法またはそれに基づく政令・省令を遵守すること。   

③要介護者または要支援者のために忠実にその職務を遂行すること。   

④上記の業務の履行が確保されるよう、業務管理体制を整備すること。  

 

①指定の取消処分などの事由になるような行為をしないこと。  

②人員、設備、運営基準などを守り、法律にのっとったサービスを提供すること。 

  

自己責任において、介護保険法、関係例規及び通知等の最新の情報を得て、それらを遵守

し、適正な運営を図ってください。 

１．全国の指定取消・効力停止処分のあった事業所数（令和元年度）       

 

～令和２年度全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議より～ 

介護事業者・施設の義務とは 

法令遵守＝コンプライアンスとは 
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2．全国の行政処分等の事例について               

▼認知症対応型共同生活介護 

【理由】受領できない金品を受領、高齢者虐待防止に関する研修の未徹底、多額の前払金を

要求した経済的虐待、監査による虚偽の答弁、サービス提供の根拠となる計画が無い、

身体的虐待、心理的虐待 

【処分】指定効力の停止 

 

▼通所介護 

【理由】人員配置基準違反、計画が無い、算定根拠の書類が無い、サービス時間の水増し、

虚偽の報告 

【処分】指定効力の停止、介護給付費の返還 

 

▼訪問介護 

【理由】届出の事業所に常時勤務かつ専従すべき職員が別の場所に常駐、監査に係る書類の

提出命令に対し未提出、監査での虚偽答弁、訪問しているかのように装った不正請求 

【処分】指定取消 

 

３．町の実地指導指摘事項等について                

◆指定地域密着型サービス事業所数             （件） 

サービス種類 
事業所数（実地指導数） 

令和元年度 令和２年度 R3.4.1 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1 1（１） 1 

夜間対応型訪問介護 0 0 0 

地域密着型通所介護 1 1 1 

(介護予防)認知症対応型通所介護 2 2（１） 1 

(介護予防)小規模多機能型居宅介護 0 1 1 

(介護予防)認知症対応型共同生活介護 11 11（８） 11 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 

看護小規模多機能型居宅介護 1 1 1 

計 16 17（10） 16 
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◆実地指導の指摘事項等（令和２年度）                    

【種類別】令和２年度は以下の３種類で事業者宛て結果を通知しています。 

指 摘 事 項 指導後に改善内容を確認する必要がある事項 

助 言 事 項 違反は認められないが、改善することが望ましい事項 

評価される事項 評価できる取り組みであり、他事業所の参考となる事項 

  種類 

 

項目 

指摘事項 助言事項 評価される事項 

件数 

(うち改善報告を要するもの) 

件数 件数 

人 員 基 準  4 （2） 6 6 

設 備 基 準  0 （0） 0 0 

運 営 基 準  18（16） 52 16 

介 護 報 酬  3 （2） 11 3 

業務管理体制 1 （1） 1 0 

計 26（21） 70 25 

 

以下は主な指摘事項等の詳細です。特定のサービスのみに該当する場合は、( )書きでサー

ビス種類を記載しています。 

【主な指摘事項】 

人員基準 

従業者の員数 

勤務実績表を作成していない。 

勤務実績表は、事業所が、基準で定められている適正な人員をもってサービスを提供できた

かどうかを判断する重要な書類となるため、必ず作成すること。また、様式には、日・月毎

に人員配置を満たしているか集計する欄を設けることも有用である。同時並行的に従事でき

ない職務は、それぞれの職務に従事する時間を分けて勤務表に記載することが望ましい。 

勤務実態が確認できない職員がいる。 

労働時間を適正に管理するため、労働者全員の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し、記録

を必ず残すこと。サービス事業所毎に明確に分けて管理すること。 

運営基準 

内容及び手続きの説明及び同意 

利用料の額、提供するサービスの第三者評価の実施状況等、内容に不足がある。 

重要事項説明書の利用料金に、２・３割負担額まで記載すること。 

また、提供するサービスの第三者評価の実施状況(実施の有無、実施した直近の年月日、実

施した評価機関の名称、評価結果の開示状況)を記載すること。この第三者評価については、

「福祉サービスの第三者評価(社会福祉法人等の提供する福祉サービスの質を事業者及び利

用者以外の公正・中立な第三者機関が専門的かつ客観的な立場から行った評価をいう。)」

のことだが、自己・外部評価通知において、「認知症高齢者グループホームについては、本

通知に基づく外部評価の実施をもって前記通知にいう福祉サービス第三者評価を実施した

ものとみなすこと」となっている（※平成 30 年 4 月法改正による）。その他、利用申込者

がサービスを選択するために必要な重要事項がわかりやすい説明書となるように内容・表現

方法を検討すること。 
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記載内容が現状と異なっている。 

運営規程や重要事項説明書に記載されている内容に変更が生じた場合は修正すること。 

利用者から同意を得た時点から変更が生じた場合は、その都度、内容及び手続の説明及び同

意を得ること。これらを保管する際は、別添書類を省かないこと。 

サービスの提供記録（認知症対応型共同生活介護） 

入退居に際して、利用者の被保険者証に入居・退居年月日及び入居している共同生活住居の

名称を記載していない。 

被保険者証に入退居の年月日を記載すること。 

協力医療機関等（認知症対応型共同生活介護、看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機

能型居宅介護） 

協力医療機関との協定書等がない。 

協力医療機関から、利用者の入院や休日夜間等における対応について円滑な協力を得るた

め、あらかじめ必要な事項を協定書等で取り交わしておくこと。 

秘密保持等 

従業者であった者が、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことがないよう

必要な措置を講じていない。 

秘密保持に関する記載のない雇用契約書の場合は、別に同意書を取るなど必要な措置を講じ

ること。 

介護報酬 

医療連携体制加算Ⅰ（認知症対応型共同生活介護） 

算定の要件に必要な看護師の勤務実態を確認することができない。 

加算を取得している事業所が行うべきサービスとしては、 

①利用者に対する日常的な健康管理 

②通常時及び利用者の状態悪化時における医療機関との連絡・調整 

③看取りに関する指針の整備等 

が挙げられ、算定のためにこれらの業務を行うために看護師の必要な勤務時間を確保するこ

とが必要である。従って、単に「オンコール体制」としているだけでは、算定は認められな

い。 

看護師の勤務実態確認する書類としては、健康管理や医療機関との連携等の業務等を行った

記録に加え、出・退勤時間の記録等勤務実態が確認できる記録を残すことが望ましい。 

重度化した場合における対応の指針を利用者又はその家族等に説明した同意書に日付がな

い。 

重度化した場合における対応の指針を定め、入居の際に同意を得ていることが要件であるた

め、同意した日付を記すこと。また、同意書だけでなく説明した指針についても保管するこ

と。 

 

【主な助言事項】 

人員基準 

従業者の員数 

出勤簿には、出・退勤時間を記入する。 

出勤簿には、実際の出・退勤時間を記入すること。また、客観的に勤務時間を把握する体制

を整えることが望ましい。 

運営基準 

入退居（認知症対応型共同生活介護） 

入居の際、主治医の診断書等により入居申込者が認知症である者であることを確認する。 

入居に際しては、主治医の診断書等※により、認知症である者の確認をしなければならない。

入居前に必ず診断書等により確認を行い、記録を残すこと。 

入居待機者の順位判定にルールがない。 

入居決定過程の公平性を図り、入居希望者から説明を求められた場合、順位判定の根拠とな

るため、事業所において入居判定基準を定めるなど検討すること。 
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指定居宅介護支援事業者等との連携（認知症対応型共同生活介護を除く） 

連携した記録を書面で確認できるようにする。 

日々の定期巡回サービス等の実施により継続的に把握される利用者の心身の状況について

生活全般のケアマネジメントを行う指定居宅介護支援事業者との連携を密に行うこと。 

電話でのやり取りがあった場合には、その内容を書面に記録すること。 

サービスの提供の記録 

職員は、目標の共通認識を持ったうえで提供されたサービスを記録する。 

目標については、職員間で共通した認識を持ち、それに沿って提供した具体的なサービスの

内容を記録すること。 

また、観察点や留意事項など職員が見落としなく記録できるよう工夫すること。 

基本的取扱方針（認知症対応型共同生活介護を除く） 

サービスの質を評価し、その結果を公表する。 

サービスの提供については、目標達成の度合い、その効果、利用者やその家族の満足度等に

ついて、評価を行い、介護看護計画の修正を行うなど、改善を図ること。 

例えば、利用者やその家族からアンケートをとることも有用である。 

具体的取扱方針（認知症対応型共同生活介護、看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機

能型居宅介護） 

安全に日常生活を送ることができるように配慮する。 

洗濯室・食材室は、従業者の目が行き届かない時間帯に施錠する等の安全対策に配慮するこ

と。 

身体的拘束等の適正化を図るための措置を継続する。 

身体的拘束適正化のため体制を維持・強化すること。 

また、委員会では、身体拘束を行わないための取組みに加え、委員会では、事前に切迫性・

非代替性・一時性の要件を満たす状態であることを検討して緊急やむを得ない場合への対応

（説明、同意、状況・理由の記録等）について、研修等を通じて職員間で共有しておくこと。 

介護計画の作成 

介護計画の作成にあたって、個別・具体的な内容を記載すること。 

アセスメントでは、医学的管理に関する状態の把握（体重、食事制限、医師からの指示等）

を行い、必要な利用者については計画書のサービス内容に具体的に記載すること。 

計画作成の際は、解決すべき課題やサービス内容等を個別・具体的に記載したうえで、必要

な医療的配慮（健康管理・不穏時の対応等）の内容を盛り込むこと。 

今後も、主治医・看護師・介護従事者で情報の共有を図り、適切なケアを継続すること。 

介護計画の作成にあたって、できるだけ客観的なデータを把握しアセスメントを行うこと。 

体調の変化を訴えられない利用者もいるため、体重や血液検査等のデータを把握することは

健康管理には重要である。看護師とも協力して具体的な観察点について共有すること。 

精神的な部分（言動や行動）についてもアセスメントを行うこと。 

計画作成担当者である介護支援専門員が、他の計画作成担当者の業務を監督していること

を書面で確認できるよう整備する。（認知症対応型共同生活介護） 

介護支援専門員である計画作成担当者が、介護支援専門員でない計画作成担当者の業務を監

督していることを明確にするために、認知症対応型共同生活介護計画に介護支援専門員の押

印欄を設けることも有用である。 

居宅サービス計画と連動・整合性のある看護介護（または介護）計画を作成する。（定期巡

回・随時対応型訪問介護看護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護） 

計画は、空白期間が生じないように、居宅サービス計画との連動・整合性のあるものを作成

すること。 

また、その内容は職員間で共有し、サービス担当者会議の記録を保管すること。 

さらに、定期的なアセスメント・モニタリングを実施して、利用者の状態に合った計画であ

るか、評価をすること。看護介護（または介護）計画を変更した場合は、担当の居宅介護支

援事業所に提出するなど連携を密に図ること。 
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ケアマネジメントの基本的な一連の流れを大切に、利用者本位の自立を目指したプランを

作成する。 

アセスメントでは、ケア内容の検証や利用者の状況を改善するための課題分析を行うこと。 

計画の作成では、利用者のできること・できないことを整理したうえで、必要な支援内容を

検討して個別・具体的な計画となるように意識すること。 

また、課題に応じて多職種が関わりを持つ計画を作成して、サービス担当者会議で役割分担

を行うこと。 

さらに、会議の記録（日時・参加者・目的・内容・結果）を残すこと。 

モニタリングでは、目標の達成状況についても検討すること。長期目標の期間は目標達成や

モニタリングの目安となるため、「生活全般の解決すべき課題」をいつまでに、どのレベル

まで解決するのかの期間を記載すること。 

勤務体制の確保等 

研修の実施記録について、職員への回覧・周知等をする。また、その場合に書面上、職員が

確認したということが分かるようにする。 

研修計画には、身体拘束や看取りに関する研修を追加して、減算・加算の要件を意識するこ

と。 

また、研修内容を記載した記録に資料を添付して、保管すること。その内容は、会議等を活

用して、職員で共有し、サービスの質の向上に向けて取り組むこと。 

介護従業者の資質の向上のための研修に関する記録を整備する。 

個別の研修計画には、研修内容を記載した記録に資料を添付して、保管すること。 

また、その内容は、会議等を活用して、職員で共有し、サービスの質の向上に向けて取り組

むこと。 

協力医療機関等 

協力医療機関との連携体制を整える。 

利用者の急変等における対応について、円滑な協力を得るため、あらかじめ医療機関との間

で必要な事項を取り決めておくこと。 

非常災害対策（定期巡回・随時対応型訪問介護看護を除く） 

避難経路の安全を確保する。 

避難経路は、利用者の通行の障害となる備品を置かず、車いす等で通行が可能となる十分な

幅や段差を解消する対応策を講じる等、安全を確保すること。 

また、避難場所として災害マニュアルに記載のある集会所等を管理する者と連携できるよう

事前に情報交換すること。 

更に、ほっとスルメールに登録し気象情報等をメールで受信するなど、最新の情報収集に努

めること。 

避難訓練に係る書類を整備する。 

実状に合った訓練の内容で消防計画を作成するよう検討すること。 

また、併設する事業所と合同で実施しているため、記録も事業者として作成しても構わない。

ただし、参加した事業所名等を記載すること。 

実施計画の作成、実施報告書へ状況が分かる写真を添付するなど、書類の整備を検討するこ

と。 

衛生管理等（認知症対応型共同生活介護、看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機能型居

宅介護） 

リネンの保管は、感染の媒介原因とならないよう配慮する。 

可能な限り、清潔なもの・清潔でないものを同一空間に保管しないこと。 

やむを得ない場合は、感染の媒介原因とならないように保管する袋の口を閉めるなど、配慮

すること。 

貴事業所における衛生マニュアルを作成する。 

事業所で実際に活用できるように、ノロウイルス、ロタウイルスの他、特に集団感染が発生

する恐れのある感染症について、特徴・予防・発生時の対応について、記載することが望ま

しく、発生した場合に行動できるようにしておく必要がある。 

どのような連絡体制・対応をとるかを定めた貴事業所としての衛生マニュアルを作成するこ

とが望ましい。また、職員はその内容を研修等で確認すること。 
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掲示 

重要事項説明書は最新版を掲示する。 

掲示の重要事項説明書は、利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項であ

るため、最新版にすること。 

事業所の見やすい場所に利用申込者のサービスの選択に資する重要事項等を掲示する。 

玄関や窓口等のより訪問者にわかりやすい場所に掲示することが望ましい。 

苦情処理 

記録を残すため、様式等を定める。 

苦情を処理するために講ずる措置の概要は重要事項説明書にも記載があり、様式を定めてい

る。 

ただし、実際に苦情があった場合の組織としての対応方法等を明確にするため、マニュアル

を作成することが望ましい。 

また、苦情ではない事業所への意見や要望等があった場合には、検討や対応の記録をするこ

とで、サービスの質の向上につながるものである。 

地域との連携 

運営推進会議の議事録は、自由に閲覧できるようにする。 

議事録は、事業所の窓口等、訪問者が見やすい場所に自由に閲覧できるような工夫をして設

置すること。 

また、運営推進会議では、自己評価及び外部評価の結果を報告すること。 

運営推進会議（または介護・医療連携推進会議）の議事録や評価結果等は公表する。 

会議の記録、評価、要望、助言等についての記録は、法人ホームページへの掲載や事業所の

窓口等、利用者及び家族、訪問者が見やすい場所に自由に閲覧できるような工夫をして設置

すること。 

事故発生時の対応 

貴事業所における事故対応マニュアルを作成する。 

対応方法・様式・事故とヒヤリハットの判断基準を記載したマニュアルを作成することが望

ましい。 

また、報告すべき事故の範囲・報告手順・報告先は町取扱要領に基づいたものにすること。

その内容を職員で確認すること。 

事故の予防や発生時の対応等について、職員が適切に対応できるようマニュアルを作成す

ることも有用である。 

現在までに、事故は無く、様式は定めているが、マニュアルは作成していない。 

あらかじめ事故が発生した場合の対応方法、事故・ヒヤリハットの判断基準等について、定

めておくことが望ましい。 

会計の区分 

事業ごとに会計を区分して、収支状況等に関する内容を明らかにする。 

会計処理の際には、事業ごとに分別しているとのことだが、最終的に事業ごとの収支状況は

書類として作成していない。 

会計は、事業所ごとに経理を区分するとともに、当該事業の会計とその他の事業の会計を区

分すること。 

また、介護給付費事業とそれ以外（介護保険外サービスに係る費用）も区分すること。 

記録の整備 

介護報酬に係る記録を５年間保存する。 

記録をデータで保存する際はシステム業者とバックアップや保存年限の確認をして確実に

保存すること。 

諸書類を整備する。 

各種マニュアルの改訂年月日は、最新の情報が反映されたものかが明確となるため記載する

ことが望ましい。 

各種書類は、職員の確認印欄を設けることで、職員間の情報共有を図ることができる。 

また、職員への周知等が算定の要件となる加算では、確認が明確となるため、様式を改善す

ることが有用である。 
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介護報酬 

サービス提供体制強化加算Ⅱ 

職員の割合算出表を毎年度、作成する。 

常勤換算方法で算出した前年度の平均を用いるため、毎年度、職員の割合を算出すること。

翌年度に加算を算定できる根拠となる書類のため、職員の配置に変更がない場合でも作成し

て保管する。 

医療連携体制加算Ⅰ（認知症対応型共同生活介護） 

算定要件を満たすことを書面で確認できることが必要である。 

看護師との連携の記録等は、要件を満たすことが確認しやすいように、例えば個別介護支援

記録とは別に看護記録として保管するなど検討すること。 

今後、加算を取得する場合は、要件を満たすことを書面で確認できるように書類を整備する

こと。 

医療機関との連絡・調整について、職員で対応方法を共有する。 

看護師及び介護職員と情報を共有し、認知症対応型共同生活介護計画において、どのような

場合に看護師や医師に連絡するか等、各職員が対応できるようにしておくこと。 

利用者の状態悪化時の対応をあらかじめ協議する。 

医療機関（主治医）との連絡・調整がスムーズに行えるように、委託先の訪問看護ステーシ

ョンと協議しておくこと。 

生活機能向上連携加算（認知症対応型共同生活介護） 

生活機能向上を目的とした介護計画には、利用者の能力及び改善の可能性に応じた目標及

び介護従事者が提供する介護の内容について、具体的に定める。 

計画には、アセスメントの結果のほか、その他の日々の暮らしの中で必要な機能の向上に資

する内容として、３月を目途とした達成目標、経過的に達成すべき各自の目標、達成するた

めに介護従事者が行う介助等の内容を具体的に記載することとされている。 

達成目標については、生活行為の回数や当該生活行為を行うために必要となる基本的な動作

（立位又は座位の保持等）の時間等といった数値を用いる等、可能な限り具体的かつ客観的

な指標を用いて設定することが望ましい。 

看取り介護加算（認知症対応型共同生活介護） 

PDCA サイクルによって、看取り介護を実施する体制を構築する。 

看取り後に、実施した看取り介護の検証は記録すること。 

また、職員の精神的負担の把握及び支援を行うこと。 

体制については、利用者に提供する看取り介護の質を常に向上させていくため、計画○P →実

行○D →評価○C →改善○Aのサイクルにより、看取り介護を実施する体制を適宜見直していくこ

と。 

介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算 

要件を満たすことを書面上で確認できるように整備する。 

算定するための要件が定められており、その要件を満たしているかを書面により確認できる

ようにすること。 

例えば、従業者毎の改善額が示された積算資料、賃金改善以外の処遇改善（職場環境等要件）

に取り組んだ内容が分かる資料等を県・町から求めがあった場合には、提出できるよう整備

して保管すること。 

業務移管理体制 

業務管理体制の整備にかかる届出 

業務管理体制について届け出た事項に変更がないか確認すること。 

介護サービス事者には、法令遵守の義務の履行を確保するため、業務管理体制の整備が義務

づけられている。業務管理体制の届出事項に変更があった場合は届け出ること。 

※県 HP に届出情報が掲載されている 
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【主な評価される事項】 

人員基準 

従業者の員数 

勤務表に、職種ごとの従事する時間が記載されている。 

勤務表は、職種ごとに従事する時間が分けて記載され、人員基準を満たしているかの判断が

明確でよい。 

さらに、辞令でも兼務のある従業者の業務割合が明記されている。 

以前は分別していなかったが、同事業者で運営する他事業所における実地指導での指摘事項

を受けて修正した様式を使用しているとのことで、情報共有ができている。 

引き続き改善すべき事項を発見した場合は、その都度改善を図るようにすること。 

タイムカードに、日々の勤務形態が表記されている。 

タイムカードに日毎に「早」・「遅」等の勤務形態をゴム印で付けており、勤務時間の把握

が明確でよい。 

勤務表に、兼務のある職員には従事する職種が記載されている。（認知症対応型共同生活介

護） 

認知症対応型共同生活介護事業所における計画作成担当者は、「利用者の処遇に支障がない

場合は、当該共同生活住居における他の職務に従事することができる」が、介護従業者の職

務にも従事している者であれば、同時並行的に従事できる職務ではないため、計画作成担当

者としての職務に従事する時間と介護従業者としての職務に従事する時間は分けなければ

ならない。 

貴事業所においては、勤務表に日毎に従事する職種が記載され、人員基準を満たしているか

の判断が明確でよい。 

勤務表に、職種ごとの従事する時間が記載されている。 

勤務表は、職種ごとに従事する時間が分けて記載され、人員基準を満たしているかの判断が

明確でよい。 

運営基準 

サービスの提供記録 

様式を見直す等、事務改善への取り組みが認められる。 

年度途中に、業務日誌に項目を追加する改善を行っている。 

引き続き、改善すべき事項を発見した場合には、その都度事業者において、改善を図ること。 

社会生活上の便宜の提供 

家族との連携・交流の確保に努めている。 

毎月、家族へ送付している写真付きの生活状況記録は、面会が難しい状況の中、有用な取り

組みである。 

勤務体制の確保等 

研修に関する書類が整理されている。 

研修は計画に沿って実施され、変更があった場合は明記している。 

研修に関する書類は、月毎に見出しラベルを付けてファイルに綴り、年間の実績を報告して

いる。 

また、研修の内容は職員間で共有して職員の資質の向上につながる。 

管理者の責務 

従業者を適正に管理している。 

個人毎に勤務状況・資格等を記載した従業者台帳を作成している。 

また、その台帳には、雇用契約書・資格証・修了証の写しを添付して保管し、管理が行き届

いている。 

具体的介護の取扱方針 

関係従業者（計画作成担当者や介護従事者、看護師等）が協議の上、介護計画を作成し、内

容について、本人・家族への説明や同意を得るための体制が整えられている。 

計画について、アセスメント・計画書ともに、関係従業者が確認したことが、押印欄を設け

ることで明確に把握できる様式が整備されている。 

また、家族への計画の説明・同意を確実に行っていることが書類上で確認できる。 

 

 

9



 

介護計画の作成 

介護計画について、計画作成担当者と他の介護従業者と協議を行い、よりよい支援について

検討している記録が具体的に残されている。 

①アセスメント⇒②ケアプラン原案の作成⇒③サービス担当者会議⇒④ケアプランの実行

⇒⑤モニタリング⇒①再アセスメント⇒②プラン修正というケアマネジメントの一連の流

れを理解し実行できている。 

特に、③サービス担当者会議で、関係者間で計画や介護内容について検討し、共有を図って

いる記録が残されている。 

介護計画を利用者に説明し、一緒に課題に取り組んでいる。 

援助内容のほか、利用者ができることを役割として記載できている。 

認知症対応型共同生活介護計画を利用者にも説明し、利用者が納得した上で、一緒に解決す

べき課題に取り組んでいることが利用者の機能維持につながっていくと考えられる。 

「アセスメント⇒認知症対応型通所介護計画作成⇒カンファレンス⇒モニタリング⇒見直

し」というケアプランマネジメントの一連の流れが確実に行えている。 

きめ細やかなアセスメントに基づき、個別性のある計画が作成されている。 

また、事業所内で計画に基づくサービス内容の検討やケアマネジャーに毎月、利用報告書を

送付するなど、連携を図るための取り組みが丁寧に行われている。 

非常災害対策 

非常災害時の対応について、具体的に検討し、有事に備えている。また、地域から協力して

もらえる体制づくりに努めている。 

管理者を中心として、職員が誰でも有事の際には行動できるよう職員の役割分担や入居者毎

の移動方法が具体的に検討され、マニュアルや計画を整備し、訓練が行われている。 

また、日頃から地域との交流を大切にし、消防団や地域住民との連携を図れるよう体制づく

りに努めている。 

衛生管理等 

リネンの保管は、感染の媒介原因とならないよう配慮している。 

清潔でないものは、職員・利用者が普段利用しない場所に保管し感染の媒介原因とならないよ

うに配慮している。 

感染症等が発生、まん延しないよう必要な措置を講じている。 

各居室に加湿器を設置して湿度管理をしており、感染症等が発生しないように配慮してい

る。 

記録の整備 

書類が整理され、各種算定要件を満たしていることが明確に把握できる。 

整理された書類に、従業者の押印があり、従業者間の情報共有が図られている。 

また、従業者への周知等が算定要件となっている場合、明確に把握できるため、継続するこ

と。 

ＩＣＴ化に取り組んでいる。 

介護記録や介護計画について、システムを活用し試験的に ICТ化に取り組んでいる。 

今後、膨大な利用者情報をデジタル化して蓄積することは、関連データと組み合わせて分析

でき、介護サービスの質の向上につながると考えられる。 

介護報酬 

看取り介護加算（認知症対応型共同生活介護） 

看取り介護の体制強化への取り組みが認められる。 

死亡後に、家族や従業者が振り返りアンケートを記入することで、精神的負担の把握・支援

を実施し、看取り介護の体制強化、ケアの質の向上を図る取り組みが行われている。 

介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算 

要件を満たすことを書面上で確認できる。 

従業者毎の改善額が示された積算資料、賃金改善以外の処遇改善に取り組んだ内容が分かる

資料等を書面上で確認できる。 

実績報告書に資料の添付は不要だが、県・町から求めがあった場合には、提出できるよう今

後も継続して作成すること。 
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事故報告について 

全国的に、利用者やその家族から、介護サービス中の事故報告書の開示請求が増えていま

す。利用者やその家族に対する報告については、丁寧な説明に努めてください。 

なお、将来的な事故報告の標準化による情報蓄積と有効活用等の検討に資する観点から、

国が事故報告の様式を示したことに伴い、「南部町介護保険事業者における事故発生時の報

告取扱要領」を一部改正しました。詳細については、「南部町介護保険事業者における事故

発生時の報告について（R3.5.20 町通知）」を参考にしてください。 

１．目的                            

事故報告の目的は、決して個人の責任追及のためではありません。事故内容説明や賠償を

含めた事故の速やかな解決及び再発防止に資することです。 

２．報告すべき事故の範囲                    

 

サービス提供中の利用者の怪我、死亡事故の発生 

㋐「サービス提供中」には、送迎・通院等を含む。 

㋑「怪我」とは、転倒又は転落等に伴う骨折及び出血、火傷、誤嚥、誤薬等

で医療機関において治療（当該施設内及び併設医療機関での医療処置を含

む。）又は入院したものを原則とする。 

㋒怪我、死亡事故等には、事業者側の責任や過失の有無は問わず、利用者の

自己責任及び第三者の過失による事故を含む。 

㋓利用者が病気等により死亡した場合であっても、死因等に疑義が生じる可

能性のあるときは報告すること。 

利用者が行方不明となった場合 

㋐行方不明となったその当日中に発見できなかった場合 

㋑警察に捜索願を届け出た場合 

  

➡第１報を家族へ 

➡第１報を 

第１号様式（１～６の項目）で

５日以内に 

町へ 

※ただし町外の被保険者の場合

は、属する保険者市町村へも 

⇒その後、必要に応じて、

追加の報告を行い、事故の

原因分析や再発防止策等 

（7～9 の項目）については 

作成次第報告する 

 

感染症、食中毒、結核の発生、それが疑われる事例 

㋐感染症とは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平

成 10 年法律第 114 号）に規定するもののうち、原則として一類から五類及

び新型インフルエンザ等感染症とする。 

㋑同一の感染症、食中毒、結核の患者、それらが疑われる死亡者又は重篤患

者（医療機関への入院）が１週間以内に２名以上発生した場合 

㋒同一の感染症、食中毒、結核の患者又はそれが疑われる者が 10 名以上又

は全利用者の半数以上発生した場合 

㋓㋐から㋒に掲げるもののほか、特に管理者が報告を必要とすると判断した

場合 

㋔関連する法に届出義務が規定されている場合には、これに従うこと。 

 

 

 

➡第１報を家族へ 

 

➡第１報を 

第２号様式で 

町、所管する保健所へ 

 

11



 

従業員の法令違反、不祥事等があった場合 

災害による被害があった場合 

利用者の処遇に著しく影響を与えた場合 

上記のほか、 

サービス提供において利用者の処遇に著しく影響を与えた場合  

  

➡第１報を家族へ 

➡第１報を 

任意の様式で 

町へ 

※ただし町外の被保険者の場合

は、属する保険者市町村へも 

 

３．事故の状況                         

以下は、当町への報告を集計した表です。 

 種      類 

利
用
者
の
負
傷 

・
誤
嚥
・
誤
投
薬 

自
然
死
以
外
の 死

亡 

職
員
等
の 

法
令
違
反
・
不
祥
事 

利
用
者
の 行

方
不
明 

交
通
事
故 

火
災
を
含
む
災
害 

食
中
毒
・
感
染
症 

・
結
核
等 

 
 

 
 

計 

平成 29 年度 11 1 0 0 0 0 2 14 

平成 30 年度 14 0 0 0 0 0 0 14 

令和元年度 20 0 0 1 0 0 1 22 

令和２年度 26 1 0 1 0 0 0 28 

令和
8/20 時点

３年度 16 0 0 2 0 0 0 18 

 

 

▶転倒で骨折・・・・・16 件 

（うち、居室 7 件、ホール・居間 5 件、トイレ 3 件、脱衣所 1 件） 

▶転倒で打撲・・・・・ 3 件    ▶転倒で、その他の怪我・・・2 件   

▶転落で打撲・・・・・ 1 件     ▶移乗で、骨折・・・・・・・1 件 

▶やけど・・・・・・・ 1 件     ▶誤薬、転倒で治療なし・・・２件／計 26 件 

転倒などの事故は、いつ・どこで・どのような場合に発生するか予見をすること、対策を

とることが難しいものです。 

また、事故報告によると「新型コロナウイルス感染症の流行により、外出する機会が減り、

筋力が低下している」との声もあります。特に心身機能は転倒と密に関係しており、日ごろ

の運動や疲労の状態など生活習慣が表れます。状況に合わせて筋力の増強や維持を目的と

する運動やストレッチなどを生活の中に取り入れることも転倒予防になります。 

引き続き、利用者の行動パータンの把握に努め、事故やヒヤリハットの記録は職員間で情

報を共有して、再発防止を取り組んでください。 

 

利用者の負傷等の令和２年度内訳は 
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令和３年度介護報酬改定について 

１．ハラスメント対策について                  

事業者の適切なハラスメント対策を強化する観点から、男女雇用機会均等法等における

ハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえつつ、ハラスメント対策が求められるこ

とになりました。 

イ 事業者が講ずべき措置の具体的内容 

事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動に起因する

問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成18 年厚生労働省告示第615 

号）及び事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇

用管理上講ずべき措置等についての指針（令和２年厚生労働省告示第５号。以下「パワーハ

ラスメント指針」という。）において規定されているとおりですが、特に留意されたい内容

は以下のとおりです。 

ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発 

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはならない

旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。 

ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のための窓口

をあらかじめ定め、労働者に周知すること。なお、パワーハラスメント防止のための事業

主の方針の明確化等の措置義務については、女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第24号）附則第３条の規定により読み替

えられた労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関

する法律第 30 条の２第１項の規定により、中小企業（医療・介護を含むサービス業を主

たる事業とする事業主については資本金 5000 万円以下又は常時使用する従業員の数が

100 人以下の企業）は、令和４年４月１日からとなり、それまでの間は努力義務とされ

ているが、適切な勤務体制の確保等の観点から、必要な措置を講じるよう努められたい。 

 

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について 

パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメ

ント）の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望ましい取組の例とし

て以下のとおり規定されています。 

①相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 

②被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に対して１人

で対応させない等） 

③被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等、業種・業態等の状況に応じた

取組） 
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介護現場では特に、利用者又はその家族等からのカスタマーハラスメントの防止が求め 

られていることから、イ（事業主が講ずべき措置の具体的内容）の必要な措置を講じるに

あたっては、「介護現場におけるハラスント対策マニュアル」、「（管理職・職員向け）研修

のための手引き」等を参考にしてください。 

加えて、都道府県において、地域医療介護総合確保基金を活用した介護職員に対する悩み

相談窓口設置事業や介護事業所におけるハラスメント対策推進事業を実施している場合、

事業主が行う各種研修の費用等について助成等を行っていることから、事業主はこれらの

活用も含め、事業所におけるハラスメント対策を推進することが望ましいです。 

 

厚生労働省より、今まで作成されたマニュアルや手引きの解説への理解を深めるため、介

護現場でのハラスメント等の発生までの経緯やその後の対応、事例から学べる対策等を整

理した事例集が作成されています。研修等で活用してください。 

 

・介護現場におけるハラスメント対策マニュアル 

・管理者、職員向け研修のための手引き 

・職員向け研修動画 

・介護現場におけるハラスメント事例集 

 

【厚生労働省 HP】 

ホーム＞政策について＞分野別の政策一覧＞福祉・介護＞介護・高齢者福祉＞介護事現場

におけるハラスメント対策 

 

２．高齢者虐待防止の推進について                            

虐待は、法の目的の一つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の人格の尊重に深刻な影響

を及ぼす可能性が極めて高く、事業者は虐待の防止のために必要な措置を講じなければな

りません。虐待を未然に防止するための対策及び発生した場合の対応等については、「高齢

者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成 17 年法律第 124 号。

以下「高齢者虐待防止法」という。）に規定されているところであり、その実効性を高め、

利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待の防止に関す

る措置を講じてください。 

・虐待の未然防止 

事業者は高齢者の尊厳保持・人格尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供に

あたる必要があり、基準第３条の一般原則に位置付けられているとおり、研修等を通じ

て、従業者にそれらに関する理解を促す必要がある。同様に、従業者が高齢者虐待防止法

等に規定する養介護事業の従業者としての責務・適切な対応等を正しく理解しているこ 

とも重要である。 
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・虐待等の早期発見 

事業所の従業者は、虐待等又はセルフ・ネグレクト等の虐待に準ずる事案を発見しやす

い立場にあることから、これらを早期に発見できるよう、必要な措置（虐待等に対する相

談体制、市町村の通報窓口の周知等）がとられていることが望ましい。また、利用者及び

その家族からの虐待等に係る相談、利用者から市町村への虐待の届出について、適切な対

応をすること。 

・虐待等への迅速かつ適切な対応 

虐待が発生した場合には、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり、各事業者は

当該通報の手続が迅速かつ適切に行われ、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力

するよう努めること。 

 

以上の観点を踏まえ、虐待等の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発

を確実に防止するために次に掲げる事項を実施してください。また、全事業者において、運

営規程に「虐待防止のための措置に関する事項」として、組織内の体制（責任者の選定、従

業者への研修方法や研修計画等）や虐待又は虐待が疑われる事案が発生した場合の対応方

法等を定めてください。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２条において、３年間

の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされています。 

 

具体的な取組としては、 

① 虐待の防止のための対策を検討する委員会の開催 

「虐待の防止のための対策を検討する委員会」（以下「虐待防止検討委員会」という。）は、

虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防 

止するための対策を検討する委員会であり、管理者を含む幅広い職種で構成する。構成メ

ンバーの責務及び役割分担を明確にするとともに、定期的に開催することが必要である。 

また、事業所外の虐待防止の専門家を委員として積極的に活用することが望ましい。 

一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微なものであ

ることが想定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべき情報であるとは限

られず、個別の状況に応じて慎重に対応することが重要である。 

なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・

運営することとして差し支えない。また、事業所に実施が求められるものであるが、他の

サービス事業者との連携により行うことも差し支えない。 

また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報

の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関す

るガイドライン」等を遵守すること。 
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虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討すること。その際、 

そこで得た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の再発防止策等）は、従業

者に周知徹底を図る必要がある。 

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること 

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること 

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること 

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること 

ホ 従業者が虐待等を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に行われるため

の方法に関すること 

ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策に 

関すること 

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること 

 

② 虐待の防止のための指針の整備 

事業者が整備する「虐待の防止のための指針」には、次のような項目を盛り込むこと。 

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方 

ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項 

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針 

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針 

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項 

ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項 

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項 

チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項 

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項 

 

③ 虐待の防止のための従業者に対する研修の実施 

従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関する基礎

的内容等の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、各事業所における指針に基

づき、虐待の防止の徹底を行う。 

職員教育を組織的に徹底させていくためには、各事業者が指針に基づいた研修プログ

ラムを作成し、定期的な研修（認知症対応型共同生活介護は年２回以上、それ以外は年１

回以上）を実施するとともに、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施するこ

とが重要である。 

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、事業所内

での研修で差し支えない。 
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④ 虐待の防止に関する措置を適切に実施するための担当者の配置 

事業所における虐待を防止するための体制として、①から③までに掲げる措置を適切 

に実施するため、専任の担当者を置く。当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任

者と同一の従業者が務めることが望ましい。 

 

３．業務継続に向けた取組の強化ついて                       

感染症や災害が発生した場合であっても、利用者が継続してサービスの提供を受けられ

るよう、サービスの提供を継続的に実施するため及び非常時の体制で早期の業務再開を図

るための計画（業務継続計画）を策定するとともに、それに従った必要な研修・訓練を実施

しなければなりません。なお、業務継続計画の策定、研修及び訓練の実施については、事業

所に実施が求められるものでありますが、他のサービス事業者との連携等により行うこと

も差し支えありません。また、感染症や災害が発生した場合には従業者が連携し取り組むこ

とが求められることから、全ての従業者が参加できるようにすることが望ましいです。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、３年間の経過措置を設けており、令和６年３月

31 日までの間は、努力義務とされています。 

 

業務継続計画に記載すべき項目 

業務継続計画には、以下の項目等を記載してください。なお、各項目の記載内容について

は、「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」、

「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」を参照してください。

また、想定される災害等は地域によって異なるものであることから、項目については実態に

応じて設定してください。なお、感染症及び災害の業務継続計画を一体的に策定することを

妨げるものではありません。 

 

イ 感染症に係る業務継続計画 

ａ 平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等） 

ｂ 初動対応 

ｃ 感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共

有等） 

 

ロ 災害に係る業務継続計画 

ａ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停止した場合

の対策、必要品の備蓄等） 

ｂ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等） 

ｃ 他施設及び地域との連携 
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研修の実施 

研修の内容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有すると

ともに、平常時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとしてくだ

さい。 

職員教育を組織的に浸透させていくために、定期的（認知症対応型共同生活介護は年２回

以上、それ以外は年１回以上）な教育を開催するとともに、新規採用時には別に研修を実施

することが望まれます。また、研修の実施内容についても記録してください。 

なお、感染症の業務継続計画に係る研修については、感染症の予防及びまん延の防止のた

めの研修と一体的に実施することも差し支えありません。 

 

訓練の実施 

訓練（シミュレーション）においては、感染症や災害が発生した場合において迅速に行動

できるよう、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した

場合に実践するケアの演習等を定期的（認知症対応型共同生活介護は年２回以上、それ以外

は年１回以上）に実施してください。 

なお、感染症の業務継続計画に係る訓練については、感染症の予防及びまん延の防止のた

めの訓練と一体的に実施することも差し支えありません。また、災害の業務継続計画に係る

訓練については非常災害対策に係る訓練と一体的に実施することも差し支えありません

（定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所を除く）。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問いませんが、机上及び実地で実施するものを

適切に組み合わせながら実施することが適切です。 

 

４．感染症対策の強化ついて                    

事業者は従業者の清潔の保持及び健康状態の管理並びに事業所の設備及び備品等の衛生

的な管理に努めるべきことが規定されました。特に事業者は従業者が感染源となることを

予防し、感染の危険から守るため、感染を予防するための備品等を備えるなどの対策を講じ

る必要があります。 

 

感染症が発生・まん延しないように講ずべき措置 

具体的には次の取扱いとして、事業所に実施が求められるものですが、他のサービス事業

者との連携等により行うことも差し支えありません。 

なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第４条において、３年間

の経過措置を設けており、令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされています。 
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イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染対策委員会であり、感染対策の知識を有する者を含む、幅広い

職種により構成することが望ましく、特に、感染症対策の知識を有する者については外部

の者も含め積極的に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を明

確にするとともに、専任の感染対策を担当する者（以下「感染対策担当者」という。）を

決めておくことが必要。感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、おお

むね６月に１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する時期等を勘案して必

要に応じ随時開催する。 

感染対策委員会は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュニケーシ

ョンが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用して行うことができる。この際、個人情報

保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を

遵守する。 

なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に設置・運営

することとして差し支えない。また、事業所に実施が求められるものであるが、他のサー

ビス事業者との連携等により行うことも差し支えない。 

ロ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針 

当該事業所における「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」には、平常時の対

策及び発生時の対応を規定する。 

平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、ケアにかかる感染対策 

（手洗い、標準的な予防策）等、発生時の対応としては、発生状況の把握、感染拡大の防

止、医療機関や保健所、市町村における事業所関係課等の関係機関との連携、行政等への

報告等が想定される。また、発生時における事業所内の連絡体制や上記の関係機関への連

絡体制を整備し、明記しておくことも必要。 

なお、それぞれの項目の記載内容の例については、「介護現場における感染対策の手引

き」を参照されたい。 

ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

従業者に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」の内容は、感染対策の

基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該事業所における指針に基づい 

た衛生管理の徹底や衛生的なケアを励行する。 

職員教育を組織的に浸透させていくためには、当該事業所が定期的な教育（認知症対応

型共同生活介護は年２回以上、それ以外は年１回以上）を開催するとともに、新規採用時

には感染対策研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容についても記録す

る。 
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厚生労働省より、介護現場で必要な感染症の知識や対応方法等、新型コロナウイルス感染

症に限らず、介護現場における感染症への対応力の向上を目的として取りまとめた「介護現

場における感染対策の手引き」が作成されています。研修等で活用してください。 

 

・介護現場における感染症対策の手引き 

・介護職員のための感染対策マニュアル（手引きの概要版） 

・感染対策普及リーフレット（手引きのポスター版） 

 

【厚生労働省 HP】 

ホーム＞政策について＞分野別の政策一覧＞福祉・介護＞介護・高齢者福祉＞介護事業所

等向けの新型コロナウイルス感染症対策等まとめページ 

なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感染症対策力向上のた

めの研修教材」等を活用するなど、事業所内で行うものでも差し支えなく、当該事業所の

実態に応じ行うこと。 

また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想定し、発生時の対応について、訓練

（シミュレーション）を定期的（認知症対応型共同生活介護は年２回以上、それ以外は年

１回以上）に行うことが必要。訓練においては、感染症発生時において迅速に行動できる

よう、発生時の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確認や、

感染対策をした上でのケアの演習などを実施する。 

訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上及び実地で実施するも

のを適切に組み合わせながら実施することが適切である。 
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各種届出について 

提出書類は、不備があった場合は、修正や不足する書類の作成に時間を要します。 

余裕をもって提出してください。 

 

１．指定内容の変更について                            

令和３年度介護報酬改定により、「従業者の職種、員数及び職務の内容」について、その

変更の届出は年１回で足りることが明確化されました。 

▼前年の４月１日時点の従業者の配置状況と比較して、 

変更がある場合は４月 10 日までに提出してください。 

変更がない場合は提出する必要はありません。 

▼運営規程以外の変更（管理者や介護支援専門員等の変更）は 

通常どおり変更届の提出が必要です。 

変更日から 10 日以内に提出してください。 

 

【町ホームページ】 

ホーム＞健康・福祉＞介護保険＞介護保険事業者向け情報＞地域着型サービス事業の指定・更新・変更等について 

 

２．介護給付費算定に係る体制の変更について                    

介護給付費の算定において、新たに加算を算定する場合は、下記の期日までに介護給付費

算定に係る体制等に関する届出書(別紙 3－2)及び添付書類を提出してください。 

また、加算を算定できない状況が生じた場合にも速やかに届出書を提出してください。 

【町ホームページ】 

ホーム＞健康・福祉＞介護保険＞介護保険事業者向け情報＞地域着型サービス事業における介護給付費算定に係る届出

について 

 

 

 

サービス種類 
届出時期(提出期限)と 

算定開始時期 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

●毎月 15 日以前に届出 

       ➡翌月から算定 

●毎月 16 日以降に届出 

      ➡翌々月から算定 

地域密着型通所介護 

(介護予防)認知症対応型通所介護 

(介護予防)小規模多機能型居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

(介護予防)認知症対応型共同生活介護 
●届出月の翌月から算定 

(月の初日に届出した場合はその月からの算定) 

人員基準に 

関わる変更 
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３．介護職員処遇改善加算等について                    

 「介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに

事務処理手順及び様式例の掲示について（Ｒ3.3.16 付）」において、記載内容を称する資料

は、「各事業所において適切に保管すること」、「指定権者から求めがあった場合には速やか

に提出すること」とされています。 

 また、実地指導においては、加算要件を満たしているかを確認します。必ず改善額が示さ

れた積算資料、賃金改善以外の処遇改善（職場環境等要件）に取り組んだ内容が分かる資料

を提出できるように整備して保管してください。 

▼計画書……‥加算の算定を受けようとする月の前々月の末日まで 

（令和３年４月からの場合は 4 月 15 日まで※終了）  

▼実績報告書…各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日まで 

▼変更の届出…計画書に以下に該当する変更があった場合には、届出が必要です。 

① 会社法（平成 17 年法律第 86 号）の規定による吸収合併、新設合併等により、計画書の作成単位が変更となる

場合は、当該事実発生までの賃金改善の実績及び承継後の賃金改善に関する内容 

② 複数の介護サービス事業所等について一括して申請を行う事業者において、当該申請に関係する介護サービス事

業所等に増減（新規指定、廃止等の事由による。）があった場合 

・ 処遇改善加算については、別紙様式２－１の２⑴及び別紙様式２－２ 

・ 特定加算については、別紙様式２－１の２⑵及び別紙様式２－３ 

③ 就業規則を改正（介護職員の処遇に関する内容に限る。）した場合は、当該改正の概要 

④ キャリアパス要件等に関する適合状況に変更（該当する処遇改善加算の区分に変更が生じる場合又は処遇改善加

算(Ⅲ)若しくは処遇改善加算(Ⅳ)を算定している場合におけるキャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ及び職場環

境等要件の要件間の変更が生じる場合に限る。）があった場合は、介護職員処遇改善計画書における賃金改善計画、

キャリアパス要件等の変更に係る部分の内容 

⑤ 介護福祉士の配置等要件に関する適合状況に変更があり、該当する加算の区分に変更が生じる場合は、介護職員

等特定処遇改善計画書における賃金改善計画、介護福祉士の配置等要件の変更に係る部分の内容 

なお、喀痰吸引を必要とする利用者の割合についての要件等を満たせないことにより、入居継続支援加算や日常生

活継続支援加算を算定できない状況が常態化し、３か月以上継続した場合には、変更の届出を行うこと。 

⑥ 別紙様式２－１の２⑴④ⅱ）、２⑵⑥ⅱ）、⑦ⅳの額に変更がある場合（上記①から⑤までのいずれかに該当する

場合及び７⑵に該当する場合を除く。） 

※ただし、実績報告書の提出時において、以下が生じた場合には『様式 3-1⑥その他』に、

合理的な理由を記載することで差し支えない。 

・配分ルールが満たすことができなかった場合（詳細は介護保険最新情報vol.941 問24） 

・基準額１～３に変更が必要となった場合（詳細は介護保険最新情報 vol.993 問１） 

【セミナーのご案内】 

特定処遇改善加算は令和3年度より、取得の要件・配分方法・計画書の様式が変更となっ

ています。セミナーでは変更のポイントなどを説明しますので、ぜひご参加ください。 

オンライン令和3年9月17日（金）・10月20日（水）・11月17日（水） 

青森市令和 4年1月25 日（火）リンクステーショホール青森 

八戸市令和 4年1月26 日（水）ユートリー ※詳細はホームページをご参照ください 
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★ 

運営推進会議等について 

 

「運営推進会議の手引き（令和３年度版）」※に基づいて、開催することになります。 

 ※令和３年５月 2０日付け事務連絡。同日グループホームネットワーク会議にて説明。 

 

１．書面開催の流れについて                   

▼開催したら、１か月以内に議事録の提出をしてください。 

▼書面会議の開催日時は、議事録の送付日です。 

そのため、出席依頼書に記載する開催日は、議事録の送付日を記載してください。 

 

 

開催日を      ９月 24 日(金)したい場合は、 

 

 

意見等の提出期限を  ９月 17 日(金)とする。 

 

9 月 2 日(木)に依頼文書、会議資料等を送付する。 

委員 
町職員へ 

※町の地域密着型サービス担当者経由で 

各委員へ 

※町職員を除く 

送
付
す
る
書
類 

 様式４「運営推進会議出席依頼書」 様式３「運営推進会議の書面開催について」 

様式５「運営推進会議次第」 

様式 6～9 いずれかの「活動状況報告」←前月まで分（８月分まで） 

様式 13「運営推進会議・評価要望等照会書」 

          

 ⇒９月 17 日(金) 様式 13「運営推進会議・評価要望等照会書」を回収 

⇒９月 24 日(金) 

・町の地域密着型サービス担当者経由で町職員へ 

様式 10「運営推進会議開催報告書（議事録）」 

様式５「運営推進会議次第」 

様式 6～9 いずれかの「活動状況報告」 

その他資料を提出 

・各委員へも議事録等を発送する 

 

 

 

9 月暦 １ ２ ３ ４ ５ 

６ ７ ８ ９ 10 11 12 

13 14 15 16 17 18 19 

20 21 22 23 24 25 … 

意見等をとりまとめて議事録を作成する期間 

 

例えば・・・ 

始めに 

次に 

最後に 

全委員共通 

開催の通知 

議事録の提出 

意見の回収 
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▼書面会議の場合、活動状況報告書のみでは委員に状況が伝わりづらいことがあります。

写真や具体的な内容が分かる資料を追加するなど分かりやすい資料作りを心がけましょ

う。 

 

２．留意事項について                      

▼資料を作成する場合、活動状況報告書に記載のある項目のみでは、議題がパターン化し

てしまいます。手引き 13 ページの議題例を参考に、毎回同じ内容とならないようにしま

しょう。 

例：終末期等における取り組み、月間の各職員目標と反省、センサーマットとは など 

 

 

 

 

 

 

★ 
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その他について 

１．ニーズにあったサービス提供について             

介護保険サービスは、介護の必要な人の尊厳を保持し能力に応じ自立した日常生活を営

むことができるように支援することを基本理念とします。 

また、可能な限り住み慣れた自宅や地域での生活が継続できるよう 24 時間体制で提供

されるものが地域密着型サービスです。引き続き、要介護者や要支援者が心身の状況等に

応じた必要なサービスを適切なサービス事業所でうけられるように配慮してください。 

 

２．人材育成について                      

介護支援専門員の急な離職等による人材の不足に関する相談が増加しています。 

適正な人員を確保できないことは、単に減算となるだけではなく、利用者へのサービス提

供に影響が生じます。現在、資格等が要件にない職務に従事している職員でも、研修を受

講したり、資格を取得したりするなど事業所内での人材育成に努めてください。 

 

３．駐車場の利用について                      

優先駐車場スペースは、車いす使用者、歩行が不自由な高齢者、妊産婦の方々が駐車で

きるように設置されています。必要としている方々が駐車できない事案が発生していま

す。本当に必要な方々が利用できるよう、マナーを守り適正な利用にご協力をお願いしま

す。 

（例）利用者の受診や買い物等で、長時間駐車する場合は、玄関前や優先駐車場などで利用者を降ろして、一般駐車場

へ駐車する。用事が済んだら、降ろした場所から乗せる（優先駐車場スペースに、誰も乗っていない送迎車を置きっぱ

なしにしない）。ただし、介助者が一人など不可能な場合も考えられますので、安全に配慮した対応をしてください。 

 

4．新型コロナウイルス感染症について                      

うわさ話やインターネットなどには、不確かな情報があります。引き続き、それらに惑

わされず、冷静な判断と周囲への思いやりをもって行動しましょう。 

 

5.地域密着型サービスに係る質問について             

認識の相違を避けるため電話等での問い合わせではなく「地域密着型サービス事業に係

る質問票」にて、FAX（0178-76-3904）又は電子メール（kaigo@town.aomori-nanbu.lg.jp）

でご質問ください。また、事業所内で関係法令・通知等を確認し十分検討のうえ、質問者の

見解及び根拠を記載してください。 

【町ホームページ】 

ホーム＞健康・福祉＞介護保険＞介護保険事業者向け情報＞地域着型サービス事業に係る質問について 
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